
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
研究開発プロジェクトにおける追跡評価の視点の決め

方 : 検討結果及び今後の課題(科学技術政策)

Author(s) 佐野, 浩; 弓取, 修二; 加藤, 知彦

Citation 年次学術大会講演要旨集, 19: 51-54

Issue Date 2004-10-15

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/7004

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



1A07 研究開発プロジェクトにおける 追跡評価の視点の 決め方 
～検討結果及び 今後の課題～ 

0 佐野 浩 ，弓取修二，加藤知 彦 (NEDO) 

1. はじめに 益の発生有無 ( 製 Ⅲ ヒ や上市の場合 ) 、 組織における 事 

公的資金によって 推進された研究開発プロジェクトに 業の位置付け、 競合他者との 関係、 論文や新聞掲載、 受 

ついては、 追跡的に終了後の 状況を調査し 評価すること 賞状況、 波及 ( 派生 ) 技術や技術転用の 有無等を調査し 

で、 プロジェクトがもたらした 社会的経済的波及効果を た。 大学については、 研究テーマに 関する特許、 論文、 

把握するとともに、 研究開発マネジメントの 見直しを行 受賞、 ベンチャー起業等の 事業化活動状況を 調査した。 
う ことが重要であ る。 本稿では、 筆者らが提案した 追跡 ③調査方法 

調査・評価手法ⅢⅢを 実際に終了した 国家プロジェクト 郵送によるアンケートを 行い、 締切りは発送後 2 週間 

に 適用し、 追跡調査から 得られた結果を 報告するととも と設定した。 送付 先は 、 プロジェクトの 最終年度に NED0 

に 追跡評価の方向性を 議論する。 が 把握していた 研究者とした。 回収率を上げるための エ 

なお、 追跡調査は、 現在も新エネルギー・ 産業技術総 夫 として、 選択肢を中 ， むとした 1 枚のアンケート 票を送 

合開発機構 ( № S0 技術開発機構 ) において実施途上であ 付し、 Web からの入手も 可能とすることで、 記入の手間 

り 、 本稿で取り上げたデータや 分析結果は、 現状におけ を省くとともに 迅速な対応に 配慮した。 また、 封筒には 

る暫定的なものであ ることを付しておく。 宛先人不在時の 開封 / 回送依頼を付記し、 締切りから概ね 

1 週間後に再協力依頼を 電話にて行った。 

2. 簡易追跡調査の 実施方法 

以下、 類型 1 に関して述べる。 3. 簡易追跡調査結果 

2 一 1. 調査対象プロジェ タト 3 一 1. アンケートの 回収状況 

NEDO 技術開発機構にて 実施した研究開発プロジェク 表 l に アンケートの 回収率を示す。 回収所要日数は 概 

トの内 、 平成 13 年度に終了した 全 27 プロジェクト 及び ね 3 週間程度であ った。 総合回収率は 77% であ り、 再協 

平成 14 年度に終了した 全 29 プロジェクト、 合計 56 プロ カ 依頼の効果もあ り、 企業については 90% の回答率を得 

ジェク ト を対象とした。 た 。 再 協力依頼後の 回収数は、 全体の約 14% を占めた。 

表 1  アンケートの 回収率 

2 一 2. 調査対象機関 

56 プロジェ タト の実施者 (NEDO の委託 先 、 再委託 先 、   

共同研究先、 集中研究や研究組合の 構成企業等 ) の 内 、 

NEDO から研究開発費が 流れていた企業、 大学、 財団法人 
企業 340  305  90 も Ⅰ 3.7 

等 、 合計 618. 機関を対象とした。 
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l 大学 l 202l 112l 55 も 11.2l 

ⅠⅠ・ 7   
独 注 l9  12  63 も Ⅰ 3.0 

合計 6]8  476  77X  12.0   
の 有無、 事業者、 事業の最終目標、 最終目標までの 予定 

を 調査した。 大学については・№ DO プロジェクト 終了時 3 一 2. アンケート結果 

に 、 関連した研究の 継続予定の有無を 調査した。 3 一 2 一 1. 企業に関するもの 

②簡易追跡調査 ①事業の目標設定状況 ( 試行的分析 例 ) 

企業や財団法人等については、 事業の現状、 売上や利 表 2 に、 終了年度別の 企業における 目標設定状況を 
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示す。 全体を平均すると、 HlR.4 年には研究段階、 H16.8 

年には技術開発段階、 H18.0 年には製品化段階、 H1g.0 

年には上市段階にあ ると予定を立ててれる。 また、 研究、 

技術開発、 製品化、 上市の各段階に 各々 1 、 2 、 3 、 4 点、 

を 振り、 最終目標平均 ( 表中 (a)) と 現状段階の平均 ( 表 

中 (b)) を 算出した。 全体の平均は 2.7 であ り、 技術開発 

と製 刷ヒ の中間で、 製柑ヒ 寄りの段階に 最終目標を設定 

していることが 分かる。 現状段階の全体平均は l.Cf であ 

り 、 研究段階を終え、 技術開発段階に 入りつつあ る状況 

に位置していると 言える。 最終目標平均と 現状段階平均 

の終了年度による 違いは見られない。 

次にプロジェクトの 終了年度による 差異に注目した。 

H13 年度に終了したプロジェクトは、 平均して上市予定 

を H20 ． 0 としており、 H14 年度終了プロジェクトについ 

ては、 上市予定を H18.3 としている。 当初 H13 年度終了 

プロジェクトにおいて 先行すると考えたが、 寧ろ逆の傾 

向を示している。 H13 年度終了プロジェクトについて、 

研究と技術開発、 技術開発と製品化、 製Ⅲ ヒと 上市段階 

の差を見ると、 各々 1.6 年、 1.6 年、 1.0 年となっている。 

一方、 H14 年度終了プロジェクトについては、 各々 1.4 

年、 1.0 年、 0 ． 7 年となっている。 この結果より、 H14 年 

度終了プロジェクトは、 全体的に所要年数を 短縮してい 

るが、 特に技術開発から 製品化に至る 段階において 所要 

年数を短縮していることが 分かる。 

H13 年度終了プロジェクトに 比べ、 H14 年度終了プロジ 

ェクトにおける 研究、 技術開発、 製品化及び上市の 到達 

目標年度平均が 早くなっていることの 理由は、 現時点に 

おいては不明であ る。 実用化を俳頭に 置いたものか 否か 

尊め プロジェクトの 性格、   技術分野による 特徴、 マネジ 

メントの差異等、 更に分析を行うとともに、 今後も継続 

的に追跡調査を 行い、 本 傾向が - 時 的なものか、 あ る 一 

定の傾向を示すものかについても 分析していく 必要があ 

ると思われる。 

表 2  企業における 事業の目標設定状況 

釆 研究 :l 点技術開発 :2 点製品化 :3 点上市 :4 点と置き算出 

また、 得られたデータのマネジメントへの 活用例とし 

て、 図 1 に、 技術分野 C について当初予定と 現状段階を 

プロジェクト 毎にプロットしたものを 示す。 横軸 力汀 現状 

段階、 縦軸は現時点において 着手しているべき 段階であ 

る。 データ取得時点における 事業の進捗状況を 容易に把 

握することができ、 事業の遅延・ 先行年数を併記するこ 

とで、 フォローアップの 必要性の検討に 有用であ る。 

図 2 は、 横軸は現状段階であ るが、 縦軸を最終目標と 

してプロットしたものであ る。 例えば、 プロジェクト「 オ 」 

は、 ほとんどの実施者が 最終目標を達成しているが、 「 イ 」 

は、 ほとんどが目標に 伺って活動中であ ることが容易に 

把握することができる。 

各プロ ゾェクト における当初予定段階 米 と現状との相関関係 
硝 ' 肝ま 晩潮 蜘 ・托子 頭 め玉。 め " 輯 " 改 井口， 憶賄 

中断 研究                     授品 "  "" 

混状 段階 

図 1  当初予定と現状との 関係 

各 ブロ ゾカト における最終日 楳と 現状との相関関係 

現状段階 

図 2  最終目標と現状との 関係 

②波及効果等の 状況 

表 3 に、 現状段階別の 企業における 波及効果等を 示す。 

波及効果及び 技術転用は、 各事象の発生割合、 即ち各段 

階に該当する 機関の内、 波及効果や技術転用が 有ると回 

答した機関の 割合を示している。 一方、 論文、 新聞及び 

社内外表彰は、 各事象の平均発生件数、 即ち各段階にお 
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ける機関単位の 論文発表等の 件数を示している。 

波及効果については、 技術開発と上市段階で 多く、 技 

術の転用は上市段階で 多いことが分かる。 論文数は、 技 

術開発段階で 最も多い状況となっている。 上市や製Ⅲ ヒ 

に 至った案件は、 その段階に至る 過程において、 技術 開 

発 段階を経ているはずであ る。 従い、 上市や製品化に 至 

った案件において 論文数が少ないという 状況は、 技術開 

発段階に位置していた 期間が短かったことで、 論文とし 

ての出力が少なくなっているものと 考えられる。 新聞発 

表 については、 当然の結果と 言えるが上市段階で 最も多 

くなっている。 表彰については、 研究段階や中断・ 終了 

案件では少なくなっているが、 その他について 有意と思 

われる差は見られない。 特筆すべきは、 中断・終了案件 

においても波及効果や 技術の転用があ り、 技術転用につ 

いては技術開発や 製品化段階に 至っている案件と 同程度 

発生している 点であ る。 更に表彰については、 研究段階 

よりも多い結果となっている。 これらの結果は、 中断・ 

終了案件においても 何らかの社会的経済的効果を 有して 

いることを示唆しており、 中断・終了した 場合であ って 

も評価の際には 注目していく 必要があ ると言える。 

表 3  企業における 波及効果等の 状況 ( 現状段階 別 ) 

は 、 特に分野 B 、 C 、 G 、 J において社内よりも 社外の表彰 

が多く、 分野 E において社外よりも 社内表彰が多い。 分 

野 1 は内外の表彰がともに 多く・論文状況等も 考慮する 

と研究開発が 活発で市場の 創出、 拡大の可能性が 大きい 

分野と言える。 技術分野毎の 特徴を捉えるためには、 よ 

り 詳細な検討や 時系列データの 蓄積が必要であ る。 

③事業の競合他社との 関係 

図 3 に、 事業の現状段階と 競合他社との 関係 ( 左のグ 

ラフ ) と技術分野毎の 競合他社との 関係 ( 右のグラフ ) 

を 示す。 図 3 ( 左のグラフ ) を見ると、 概ね現状段階が 

上市に近いほど、 競合他社に先行している 割合が高いと 

言える。 先行しているが 故に上市をなし 得たと言うこと 

もできる。 また、 中断・終了に 近いほど、 競合他社に先 

行している割合は 低くなっている。 技術開発と製品化の 

段階では逆転現象が 見られる。 この点については 詳細な 
検討が必要であ る。 

図 3 U 右のグラフ ) を見ると、 分野 D 、 A は他社に先行 

している割合が 高く、 分野 1 は最も低いことが 分かる。 

競合他社が国内なのか 海外なのかの 整理を併せて 行 う こ 

とで、 フォローアップの 検討に有用であ ると思われる。 

また、 分野 D 、 A について表 4 と図 3 ( 右のグラフ ) を 

見比べてみると、 他社に先行している 状況ではあ るが、 

波及効果等の 状況は平均的であ ると言える。 分野 1 に っ 

いても見比べてみると、 NEDO プロジェクト @ こ 参画した 企 

告ウ 荻の尭 生 m 合 )  く 現状 段畦別 の 各ウ 亀の平均先生俘 杜 ) 業は、 彰や波及効果も 分野 1 において活発に 多く、 新聞でも取り 研究開発を行い、 上げられている 社内外表 状況 

表 4 に、 技術分野毎の 企業における 波及効果等を 示す。 にあ るが、 競合他社に先行している 割合が最も低いと ぃ 

表 3 と同様に、 波及効果と技術転用については 各事象の う、 一見矛盾しているような 結果となっている。 競合地 

発生割合を、 論文、 新聞、 社内外表彰については 各事象 社 に対する先行状況と 波及効果や論文等の 状況の関係に 

の 平均発生件数を 示している。 ついては、 より詳細な検討が 必要であ る。 

-Wl@CUk:1--;1@ 
舞技手業の % 台他社との 曲係 

  *f, き也 @l.a 同皓ま 
  % 台 也 けこ 廿 ， t     て、 ら   

硯荻段 構材競合横浜 五 % 分封拙技 台 拭浄 

各年集の発生割合 く 技術分野別の ) く 技術分野別の 告ヰ荻の平均発生 件教 ) 
  
  

分野 G は全ての企業において 波及効果があ るとしてお 

り 、 技術転用については、 分野 F 、 A 、 B において多くな 

っている。 論文については 分野 1 が突出しており、 新聞 刃先行Ⅰ 向 桂皮日進れ口不在 他 il 荻億非括 

発表については 分野 F 、 I が突出している。 表彰について 唾ま 三 Ⅰ 冊ま Ⅰ 柁口珪 古在Ⅰ 仮 iu. 』 

図 3  企業における 事業の競合他社との 関係 
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3 一 2 一 2. 大学に関するもの 

表 5 に、 大学における 論文等の総数を 示す。 なお、 参 

考として企業における 情報も併記する。 表 中の「 - 」は、 

データを取得していない 項目を意味する。 大学における 

論文数は企業の 約 3.5 倍であ り、 研究機関としての 特色 

が現れている。 表彰については、 企業と同程度の 受賞状 

況であ ることが分かった。 また、 大学における 事業活動 

として、 ベンチャ一企業の 起業や企業への 技術供与の事 

例を把握することができた。 

を 整理する。 

0 一 3. 技術開発戦略への 反映の観点 

主に詳細追跡調査結果から 言えることを 整理するとと 

もに、 例えば、 1 つの技術分野に 着目し、 追跡調査対象 

プロジェクト 以外のプロジェクトの 状況や関連技術の 動 

向、 社会状況も把握した 上で、 当該分野における 研究開 

発や導入普及策の 必要性、 あ り方を整理する。 

表 5  継続事業 ( 研究 ) における論文等の 状況 
                托杵丑 Ⅰ                 技斬牡用 

大ヂ ， よる アク +, ピ子ィ - 把 !- ---lls                                                                                                                                                                           
Ⅰ 円 "" も " クナ " ヒ Ⅰ "  """ 榔 一 "  """" -@.- パ リ                                           
4. 詳細追跡調査の 進捗状況 

現在、 製品化及び上市に 至った案件を 対象に訪問調査 

を行っている。 主な目的は、 製品化及び上市状況の 把握 

であ るが、 併せて運営管理や 技術開発戦略への 反映材料 

の把握も行っている。 また、 事業を中断・ 終了した案件 

を対象とした 詳細な調査も 計画している。 質問内容は、 

製品化・上市案件とほほ 同じものとし、 比較検討するこ 

とにより改善点等の 手がかりが得られるものと 期待して 

いる。 

5. 追跡評価の方向性 

評価の観点は「成果の 説明責任」 「運営管理の 見直し」 

6. さいごに 

負担の軽減を 念頭に置いた 簡易追跡調査 ( プロジェク 

ト 終了時の 1 枚のアンケート、 終了後の 1 枚のアンケー 

ト ) から、 全てのプロジェクトに 関する終了後の 概況を 

把握することができ、 運営管理や技術開発戦略を 見直す 

ための議論のきっかけとなり 得る種々の興味深い 結果を 

得ることができた。 また、 詳細追跡調査を 行 う ことで、 

更なる評価の 材料が得られると 期待できるため、 今回適 

用した追跡調査の 手法は 、 的を外れているものではない 

と 言える。 

追跡評価については、 調査結果の検証、 何をどこまで 

追跡するか、 追跡可能かといった 課題があ るが、 評価の 

費用対効果を 念頭において、 組織の見直しのための 評価 

として活用すべく、 中断や進捗に 遅れが見られる 部分に 

ついても注目し、 全てのプロジェクトに 対し継続して 調 

査データを積み 上げ、 仮説検証型の 評価の試行を 重ねる 

ことが重要であ る。 

「技術開発戦略への 反蜘 であ るが、 次に各観点におけ 

る評価例を示す。 

5 一 1. 説明責任の観点 

追跡調査結果から 言えることを 整理するとともに、 例 

えば、 2 次 3 次ユーザーまで 含めた製品の 展開状況、 雇 

用創出効果、 省エネルギーへの 貢献度、 関連業界への 影 

響等を整理する。 この観点については、 国内外の政府系 

機関の同様なデータと 比較する等して、 得られた結果の 
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妥当性を記述することも 求められると 思われる。 なお、 

追跡調査の限界、 有意義な情報の 可能性については 試行 

する必要があ る。 

5 一 2. 運営管理の見直しの 観点 

主に詳細追跡調査結果から 言えることを 整理するとと 

もに、 例えば、 当初のビジョンと 異なる結果を 示した 案 

件は ついて、 テーマ設定の 理由等を調査し、 留意事項等 
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